
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
励磁コイルと、該励磁コイルの中心軸方向と交差する方向を中心軸とする検出コイルとを
備える渦流探傷用プローブにおいて、
前記検出コイルは導体を家形五角形状に巻回してなり、該家形五角形の底辺を前記励磁コ
イル側に配し、該底辺の対向頂点を前記励磁コイルから離隔させるように配してあること
を特徴とする渦流探傷用プローブ。
【請求項２】
励磁コイルと、該励磁コイルの中心軸方向と交差する方向を中心軸とする検出コイルとを
備える渦流探傷用プローブにおいて、
前記検出コイルは導体を台形状に巻回してなり、該台形の長底辺を前記励磁コイル側に配
し、前記台形の短底辺を前記励磁コイルから離隔させるように配してあることを特徴とす
る渦流探傷用プローブ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、励磁コイルと検出コイルとを有し、導電性の対象物の表面傷の検出に用いられ
る渦流探傷用プローブに関する。
【０００２】
【従来の技術】
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金属等の導電性の材料及び製品等の表面傷を検出するために、渦流探傷用プローブが用い
られている。図５は、従来の一般的な渦流探傷用プローブの構成の概略を示す模式図であ
る。従来の一般的な渦流探傷用プローブは、円環状の励磁コイル１と、該励磁コイル１と
同径の円環状の検出コイル２とを備え、該励磁コイル１及び検出コイル２を平行に配して
あり、検出コイル２の励磁コイル１と逆側の面を探傷面としてある。このような渦流探傷
用プローブを使用するときには、導電性の材料及び製品等の対象物Ｔの表面と前記探傷面
とを適宜距離離隔させて対向させ、対象物Ｔの表面に対して前記励磁コイル１の中心軸が
略直交するように励磁コイル１及び検出コイル２を配し、励磁コイル１に交流電流を通流
する。この結果、励磁コイル１の周囲には交流磁界が発生し、該交流磁界によって対象物
Ｔの表面に渦電流が誘起される。
【０００３】
対象物Ｔの表面に傷が存在する場合、渦電流が傷に沿って流れるため、傷が存在しない部
分から傷が存在する部分へ渦流探傷用プローブを移動させたとき、渦電流の流路が変化す
る。このことによって、渦電流によって生じる磁界の強さ及び方向が変化し、この磁界に
よって誘起される検出コイル２の端子間電圧（出力）が変化することとなる。この電圧変
化は、通常交流電圧の振幅と位相の変化として検出できるため、検出コイル２の端子間電
圧の振幅及び位相を測定し、測定結果から対象物Ｔの表面の傷の有無及び傷の性状を検出
するようになっている。
【０００４】
このような渦流探傷用プローブは、ソレノイドコイル内に対象物を挿入して渦流探傷を行
う貫通コイル等の他の渦流探傷装置に比して、種々の形状の対象物に適用することが可能
であり、構造が簡単であることから、数多くの分野で用いられている。しかし、このよう
な従来の渦流探傷用プローブでは、検出コイル２の出力に、励磁コイル１と対象物Ｔの表
面との距離、所謂リフトオフによる位相成分が含まれており、リフトオフの変化がノイズ
成分として検出されるため、傷のみを検出することが困難であり、傷の種類及び深さ等の
傷の性状の解析に利用される位相解析の適用が困難であるという欠点を有していた。
【０００５】
以下に、従来の渦流探傷用プローブの動作原理を説明する。検出コイル２の端子間電圧Ｖ
c は、励磁コイル１に通流される励磁電流Ｉ exによって発生する磁界で誘起される電圧Ｖ
exと、渦電流Ｉ inによって発生する磁界で誘起される電圧Ｖ inとの和で表される。
Ｖ c ＝Ｖ ex＋Ｖ in　　　　　　…（１）
【０００６】
ここで、電圧Ｖ ex，Ｖ inは、式（２）～（５）で表すことができる。
Ｖ ex＝Ａ・（ｄφ ex／ｄｔ）　…（２）
φ ex＝Ｂ・Ｉ ex＋Φ 1 （ｄ）　…（３）
Ｖ in＝Ｃ・（ｄφ in／ｄｔ）　…（４）
φ in＝Ｄ・Ｉ in＋Φ 2 （ｄ）　…（５）
但し、Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ：定数
φ ex：励磁電流Ｉ exによって発生する磁界の強さ
Φ 1 （ｄ）：リフトオフｄの変化に伴うφ exの変動成分
φ in：渦電流Ｉ inによって発生する磁界の強さ
Φ 2 （ｄ）：リフトオフｄの変化に伴うφ inの変動成分
【０００７】
従って、リフトオフｄが変化した場合、これに伴って磁界φ ex，φ inが変化するため、検
出コイル２の端子間電圧Ｖ c の振幅及び位相の両者が変化する。
【０００８】
このような理由によって、リフトオフが変化したり、励磁コイル１の対象物Ｔの表面に対
する傾きが変化した場合に、前述したような検出コイル２の出力に含まれるノイズ成分、
及びリフトオフによる位相成分の変化が発生する。そこで、従来では、リフトオフを一定
に保ちながら、対象物Ｔの表面の走査を行うことができるような構造としたり、リフトオ

10

20

30

40

50

(2) JP 3572460 B2 2004.10.6



フの量を測定し、リフトオフによる成分を検出コイル２の出力から取り除くべく前記出力
を補正する構造とした渦流探傷用プローブを用いていた。このような渦流探傷用プローブ
は、構造が複雑であり、高価であるという問題があった。
【０００９】
このような問題を解決すべく、以下のような渦流探傷用プローブが提案され、日本非破壊
検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集ｐ１３１に掲載されている。図６は
、日本非破壊検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集ｐ１３１に掲載された
渦流探傷用プローブの構成の概略を示す模式図であり、図７は、該渦流探傷用プローブの
動作原理を説明する説明図である。図６に示す如く、この渦流探傷用プローブは、円環状
の励磁コイル１と、四角環状の検出コイル２とを備え、検出コイル２の一辺を励磁コイル
１の内側で励磁コイル１の直径方向に渡した状態で、検出コイル２の中心軸が励磁コイル
１の中心軸と直交するように励磁コイル１及び検出コイル２を配置する。
【００１０】
図８は、対象物Ｔの表面に発生する渦電流の流路を説明する説明図である。図８（ａ）に
示す如く、対象物Ｔの表面に傷がない場合には、対象物Ｔの表面の渦電流は、励磁コイル
１の巻き線方向と同一の円周方向に流れる。この場合、この渦電流によっては検出コイル
２に鎖交する方向に磁界が殆ど発生せず、このため検出コイル２には起電力が殆ど発生し
ない。また、この場合には、検出コイル２の出力は略０であるので、リフトオフが変化し
たときであっても、これによるノイズ成分が検出コイル２の出力に殆ど含まれることがな
い。
【００１１】
また、図８（ｂ）に示す如く、対象物Ｔの表面に傷が存在する場合には、渦電流は傷に沿
って流れる。検出コイル２を傷の長手方向と平行にしたとき、図７に示す如く、前記渦電
流によって、検出コイル２と鎖交する方向に磁界が発生し、検出コイル２に起電力が発生
する。
【００１２】
このような理由により、日本非破壊検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集
ｐ１３１に掲載された渦流探傷用プローブでは、検出コイル２の出力にノイズ成分が殆ど
含まれないため、傷の検出精度を大幅に向上させることができる。
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
ところが、上述の如き日本非破壊検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集ｐ
１３１に掲載された渦流探傷用プローブにおいては、以下に説明するような理由によって
、検出コイル２の出力に依然ノイズ成分を含んでいるという問題があった。
【００１４】
図９は、日本非破壊検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集ｐ１３１に掲載
された渦流探傷用プローブの周囲に発生する磁界の状態を説明する模式図である。図９に
示す如く、渦流探傷用プローブでは、励磁コイル１をコイル径に比して長さが短いソレノ
イドコイルとすることが多いため、励磁コイル１によって発生する磁界は、対象物Ｔの表
面に垂直な磁束だけを含んでいるのではなく、励磁コイル１からこれの中心軸方向へ離れ
るにしたがって、磁束が励磁コイル１の外側へ湾曲する。
【００１５】
従って、検出コイル２の内側には、励磁コイル１から離れるにしたがい、検出コイル２に
鎖交する方向の磁界が多く存在することとなり、これによってリフトオフの変化に応じた
ノイズ成分が検出コイル２の出力に含まれることとなる。
【００１６】
また、傷の長手方向と検出コイル２とが平行である場合に比して、傷の長手方向と検出コ
イル２とが平行でない場合には、検出コイル２の出力が低下し、更に傷の長手方向と検出
コイル２とが垂直である場合には、傷を検出することができず、傷の検出精度が低いとい
う問題があった。

10

20

30

40

50

(3) JP 3572460 B2 2004.10.6



【００１７】
本発明は斯かる事情に鑑みてなされたものであり、導体を家形五角形又は台形状に巻回し
てなる検出コイルを、その底辺を励磁コイル側に配することにより、励磁コイルによって
発生する磁界の内、検出コイルに鎖交する成分を検出コイルの内側に殆ど含まず、検出コ
イルの出力に含まれるリフトオフの変化に応じたノイズ成分を低減した渦流探傷用プロー
ブを提供することを目的とする。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
本発明に係る渦流探傷用プローブは、励磁コイルと、該励磁コイルの中心軸方向と交差す
る方向を中心軸とする検出コイルとを備える渦流探傷用プローブにおいて、前記検出コイ
ルは導体を家形五角形状に巻回してなり、該家形五角形の底辺を前記励磁コイル側に配し
、該底辺の対向頂点を前記励磁コイルから離隔させるように配してあることを特徴とする
。
また、本発明に係る渦流探傷用プローブは、励磁コイルと、該励磁コイルの中心軸方向と
交差する方向を中心軸とする検出コイルとを備える渦流探傷用プローブにおいて、前記検
出コイルは導体を台形状に巻回してなり、該台形の長底辺を前記励磁コイル側に配し、前
記台形の短底辺を前記励磁コイルから離隔させるように配してあることを特徴とする。
【００１９】
本発明による場合は、励磁コイル内に交流電流を通流させることにより、対象物の表面の
探傷を行うことができる。励磁コイルとの交差方向において励磁コイルから離れるに従っ
て上部空間を狭くした家形五角形又は台形状をなす検出コイルは、励磁コイルから離れる
にしたがって検出コイル内側の空間を小さくできるため、検出コイルの内側の空間には、
検出コイルに鎖交する方向の磁界が殆ど含まれないこととすることができる。
【００２０】
図１０は検出コイル付近の磁界の方向を説明する説明図である。原理説明のためにここで
は便宜上検出コイルは、四角形と三角形とで比較する。図１０（ａ）に示す如く、四角形
の環状をなす検出コイル２では、励磁コイル１からの距離に関わらず、励磁コイル１に対
して交差する方向に設けられた２辺間の距離は一定であるが、図１０（ｂ）に示す如く、
三角形等のように上部空間を狭くした多角形の環状をなす検出コイル２では、励磁コイル
１から離れるにしたがって、励磁コイル１に対して交差する方向に設けられた２辺間の距
離が小さくなる。従って、４つの角度の等しい四角形の環状をなす検出コイル２の内側の
空間のうち、励磁コイル１から離れた部分の外側の空間には、検出コイル２に鎖交する方
向の磁界が多く含まれているが、三角形等のように上部空間を狭くした多角形の環状をな
す検出コイル２は、励磁コイル１から離れるにしたがって内側の空間が小さくなるため、
検出コイル２の内側の空間には、検出コイル２に鎖交する方向の磁界が殆ど含まれない。
検出コイル２に鎖交する方向の磁界は、検出コイル２の端子間に電圧を誘起し、このよう
な磁界はリフトオフの変化に応じてその強さが変化するため、リフトオフの変化に応じて
前記電圧も変化し、これがノイズ成分となる。従って、第１発明に係る渦流探傷用プロー
ブでは、検出コイル２の出力に含まれるリフトオフの変化に応じたノイズ成分を低減する
ことが可能となる。
【００２１】
【発明の実施の形態】
以下本発明をその実施の形態を示す図面に基づいて詳述する。
図１及び図２は、本発明に係る渦流探傷用プローブの実施の形態の要部の構成を示す平面
図、及び正面図である。図中、１は励磁コイル、２は検出コイルである。励磁コイル１は
、外径１２ｍｍ、内径６ｍｍ、厚さ５ｍｍのポリカーボネイト製の円環部材１１の外周に
、幅１ｍｍ、深さ１．５ｍｍの溝１２を周設し、該溝１２内に銅線をポリイミド樹脂で被
覆してなる外径３００μｍの巻き線１３を１２０回巻回して構成してある。
【００２２】
また、検出コイル２は、その正面視が、家形五角形状をなし、厚さが３ｍｍのポリカーボ
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ネイト製の家形五角部材２１の外周に、幅１ｍｍ、深さ１ｍｍの溝２２を周設し、該溝２
２内に銅線をポリイミド樹脂で被覆してなる外径７０μｍの巻き線２３を１００回巻回し
て構成してある。
【００２３】
なお、励磁コイル１の形状を円環状としたが、これに限定されるものではなく、四角環状
又は三角環状等、他の形状としてもよいことはいうまでもない。
【００２４】
このような検出コイル２は、励磁コイル１に対して垂直とされ、その１辺側を励磁コイル
１の円環部材１１の内側に、検出コイル２の底面と励磁コイル１の下面とが整合する状態
まで挿入されている。
【００２５】
なお、励磁コイル１及び検出コイル２は、前述したような寸法及び材質に限定されるもの
ではなく、他の寸法及び材質としてもよいことはいうまでもない。
【００２６】
以上の如く構成された渦流探傷用プローブは、例えば平板状の対象物Ｔの表面に探傷面た
る下面が対向する状態で、対象物Ｔから適宜距離離隔され、この状態で対象物Ｔの表面を
走査することによって使用される。
【００２７】
図３は、本発明に係る渦流探傷用プローブを用いた渦流探傷装置の実施の形態１の構成を
示すブロック図である。励磁コイル１は、発振器３に接続されており、該発振器３によっ
て作られた交流電流が励磁コイル１に供給されるようになっている。また、検出コイル２
は増幅器４に接続されており、検出コイル２からの出力が増幅されるようになっている。
増幅器４は、ＣＰＵ及びメモリ等からなる解析部５に接続されている。増幅器４からの出
力は、解析部５に内蔵されるＡ／Ｄ変換器（図示せず）によってデジタル信号に変換され
、ＣＰＵによって演算処理される。
【００２８】
また、発振器３からの出力は、移相器６によって所定量移相され、前記解析部５に与えら
れるようになっている。移相器６からの出力も、増幅器４からの出力と同様、解析部５に
内蔵されるＡ／Ｄ変換器によってデジタル信号に変換された後、ＣＰＵに与えられる。
【００２９】
解析部５は、増幅器４から出力された信号と、移相器６から出力された信号とに基づいて
公知の技術により位相解析を行う。解析結果は、解析部５に接続されたＣＲＴ等の表示装
置７にて表示される。
【００３０】
以上の如き構成により、発振器３から励磁コイル１に交流電流が与えられ、励磁コイル１
の周囲に磁界が発生する。対象物Ｔの表面に傷が存在しない場合、この磁界によって対象
物Ｔの表面には、励磁コイル１の巻き線方向と同方向の渦電流が流れ、この渦電流によっ
て磁界が発生する。
【００３１】
検出コイル２は対象物Ｔに対して垂直に配されており、しかも検出コイル２の内部の空間
は対象物Ｔから離れるにしたがって小さくなるため、励磁コイル１の巻き線方向と同方向
の渦電流によっては、検出コイル２とは鎖交する磁界が殆ど発生しない。従って、検出コ
イル２には起電力が殆ど発生せず、増幅器４からの出力も略０となる。
【００３２】
また、リフトオフが変化したときには、励磁コイル１によって発生する対象物Ｔの表面付
近の磁界の強さが変化し、このため対象物Ｔに発生する渦電流の強さが変化して、渦電流
による磁界の強さも変化することとなるが、渦電流による磁界は検出コイル２と殆ど鎖交
していないので、検出コイル２には起電力が殆ど発生せず、増幅器４からの出力も依然略
０となる。従って、検出コイル２の出力にはリフトオフによるノイズ成分が殆ど含まれな
い。
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【００３３】
一方、対象物Ｔの表面に傷が存在する場合には、渦電流が傷に沿って流れ、渦電流による
磁界の強さ及び方向が、対象物Ｔの表面に傷が存在しない場合での渦電流による磁界の強
さ及び方向に対して変化する。従って、該磁界が検出コイル２と鎖交し、検出コイル２に
起電力が発生して、増幅器４からの出力が変化する。
【００３４】
図４は、本発明に係る渦流探傷用プローブを用いた渦流探傷装置の実施の形態の構成を示
すブロック図である。検出コイル２は、励磁コイル１と同軸的に配されたモータＭの回転
軸に連結されており、励磁コイル１の中心軸を中心に回転することが可能であるようにな
されている。また、検出コイル２は、ロータリエンコーダＲに連結されており、ロータリ
エンコーダＲが解析部５に接続されていて、検出コイル２の回転角度を検出することがで
きるようになっている。
【００３５】
解析部５では、ロータリエンコーダＲからの出力を受け、検出コイル２の回転角度を演算
する。そして、検出コイル２が１回転している間に得られた増幅器４からの出力の内で、
最大の出力を取り出し、この出力を用いて位相解析を行う。解析結果は、前記出力が得ら
れたときの検出コイル２の回転角度と共に、表示装置７に出力される。
【００３６】
なお、検出コイル２の多角形において、励磁コイル１から離れた上部（内側の空間）をこ
のように小さくするためには、偶数多角形よりは奇数多角形の方が構成しやすく、好まし
いが、励磁コイル１からの交差方向の距離に従って内側の空間を小さくできるのであれば
、家形五角形のような奇数多角形に限る必要は無い。例えば、上底（励磁コイル１から離
れた辺）が下底に比べて短い台形状であっても良い。台形状の場合は、励磁コイル１側の
一辺に対向する頂点は２点となるが、この場合にも、各頂点は励磁コイル１に対し、内側
に離れて配置されていることになる。
【００３７】
【発明の効果】
以上詳述した如く、本発明による場合は、励磁コイルとの交差方向に励磁コイルから離れ
るに従って内部空間を狭くした家形五角形又は台形状の環状をなす検出コイルの底辺又は
長底辺を励磁コイル側に配し、この辺の対向頂点を励磁コイルから離隔させて配すること
により、励磁コイルとの交差方向に励磁コイルから離れるにしたがって検出コイル内側の
空間を小さくできるため、検出コイルの内側の空間には、検出コイルに鎖交する方向の磁
界が殆ど含まれず、検出コイルの出力に含まれるリフトオフの変化に応じたノイズ成分を
低減することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る渦流探傷用プローブの要部の構成を示す平面図である。
【図２】本発明に係る過流探傷用プローブの要部の構成を示す正面図である。
【図３】本発明に係る渦流探傷用プローブを用いた渦流探傷装置の構成を示すブロック図
である。
【図４】本発明に係る渦流探傷用プローブを用いた渦流探傷装置の構成を示すブロック図
である。
【図５】従来の一般的な渦流探傷用プローブの構成の概略を示す模式図である。
【図６】日本非破壊検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集ｐ１３１に掲載
された渦流探傷用プローブの構成の概略を示す模式図である。
【図７】日本非破壊検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集ｐ１３１に掲載
された渦流探傷用プローブの動作原理を説明する説明図である。
【図８】対象物の表面に発生する渦電流の流路を説明する説明図である。
【図９】日本非破壊検査協会の平成１２年度秋期学術講演大会講演概要集ｐ１３１に掲載
された渦流探傷用プローブの周囲に発生する磁界の状態を説明する模式図である。
【図１０】検出コイル付近の磁界の方向を説明する説明図である。
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【符号の説明】
１　励磁コイル
１１　円環部材
１２　溝
１３　巻き線
２　　検出コイル
２１ａ　多角部材
２２　溝
２３　巻き線
５　解析部
Ｍ　モータ
Ｒ　ロータリエンコーダ
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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